



経済研究所 / Institute of Developing



















1966年の回顧..........................................................( i ) 
年表（1966年〉．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．折込
〔解説事項〕
二つの外交課題（ 2月） •••••••••••••••.•••••••••••.•.•••.•••.••...•••..•... 21 
日比経済関係の進展（ 5月〉 •••.•••••••••.•.•••••.•••••••••••.•.•.•.•••..... 87 
参戦国会議提唱の経緯（ 9月） • • • • • ・ • • • • • • • • • • • • • • • • • • • 171 
〔主要事項〕
人事・機構面の体制固め C1月） ............... ••·•••• ............ •••••·•·•· 2 
金融緩和進む（ 1月） ................... •••·• .................. •••·•••·•·•• 2 
金融の「フィリピン化」論争 C1月） ........................................ 3 
マレーシアとの復交交渉進む（ 1月） ........................................ 5 
動きはじめたベトナム派兵問題（ 1月） ...................................... 6 
米とうもろこし補助金法案，両院を通過（ 2月） ••..•••.•••..•.•••.••••••••••• 23 
当面の経済政策（4月） •••••.•••.••••••••••••••.••..••.••..•••••••••••••..• 59 
ベトナム派兵法案上院で難航（ 4月） .•..••••..••••.••••••••••.•••••.••...••• 62 
マレーシア紛争調停工作（4月） .•.•••••.•••••••••••••.•..••••••••••••..•.•. 62 
動きはじめた対米交渉（ 5月） •••••.•••••••••••••.•••••.•••••••••••••••••••• 90 
米の輸入問題（5月） •••.••••••••••••••••.••••••.•.••••••••••••••••••.•••.• 92 
織物業者の保護措置要求（ 5月） •.•••••••••••••••••••••••.•••••.••.••••.•••. 99 
ベトナム派兵法成立（ 6・7月） • • • • ・ • • • • • • ・ • • • • • • • • • ・, •••.•••.•..••.•. 113 
マノレコス訪米問題（ 6・7月〉 • • • • ・ • • ・ • ・ • • • • • • • ・, • • • ・ • •. ・., •.•••••••••••• 115 
二つの対米懸案交渉（ 6・7月） ・ ・ • • • • • • • • • ・ • • • • • ・ • • ・ ..•••.•••••. 116 
活発化したフクの活動（ 6・7月） • • • • ・ ・ • • • • ・ • • • • • • ・ ・ ..•.•.••••.••• 118 
姿を現わした新社会経済開発計画案（6・7月） •.••••••••••••••.••••••••••. 122 
新しい金融緩和と貸出優先順位（ 6・7月） • • • • • • • • ・, .••••.••.•••••. 124 
ベトナム派兵と和兵工作（8月） •.•...•••.•.•••.••.•••••.•••••..•••••••.•• 143 
訪米の最終的決定と交渉課題（ 8月） ・ • ・ ・ • ・ • • ・ • • ・ ・, •••.••..•••••••••.•• 144 




外資導入奨励措置（ 8月〉 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・－－－ー－－－－－－－－－－・・・・・・・・ 149 
マノレコス訪米で得られたもの（ 9月） ..•...............•......•...•...•.... 175 
ベトナム戦争とフィリピン経済（ 9月） .................................... 178 
商業銀行への外国資本参加問題（ 9月） ・ • ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・., ・. ・ .. ・ .................. 181 
商業銀行への外資参加問題（11月） •..•....•...•...........•............... 241 
香港米輸入問題（11月） ・ ・ ・ ・ ・ ・ • ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ .......•..............•.... 245 
〔 日 誌 〕
ラモス，全般的外交方針について（ 1月） •....................•..........••.. 8 
マルコス，当面の内外政策について（ 5月） .................•..............•. 96 
マノレコス，平等待遇条項廃棄を表明（4月〉 ..•...•...•.......•............• 101 
与党下院院内総務，大統領の政策を批判（ 8月） ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ...•.............. 161 
米製品輸入に対し数量制限は可能（12月） ・ ・ • • ・ • ・ ・ ・ ・ • ,,,, ....•. 270 
大蔵省の業績報告（12月） ............••...•..•...•...••.....•..•...•..... 271 
〔資料〕
ベトナム派兵について一一ー公館長会議の論調（ 1月） .......................... 17 
〔論説〕 大使たちは平等待遇に反対する C1月） ....•••...•...•.....•....•..•. 18 
〔論説〕 ベトナム問題であわただしい往き来（ 1月） ........••.........•....•. 19 
フィリピン・アメリカ関係について（ 2月） ..•..............•..•...•...•.•... 37 
日比友好通商航海条約について（ 4月） ..•.......•.....•......•..•.......•... 78 
外交政策をめぐる論調（ 5月） ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ .......••.....•.•...•. 109 
フィリヒ。ン＝インドネシア経済通商協定一全文一（ 6・7月） .•........••.... 139 
新社会経済開発4ヵ年計画における農地改革計画（ 8月） . ・ .............•..•. 164 
インドネシア＝フィリヒ。ン経済通商交渉共同コミュニケ（8月） ......•...•... 168 
米比両大統領の共同コミュニケ（全訳） C 9月） ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ... .............. 195 
外資導入促進政令（ 9月〕・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ • ・ ・ • ・ ・ ・ ・ • ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ................•. 200 
ラウレノレ・ラングリー協定の問題点（ 9月） ................................ 203 
1963～65年度国民所得，国民総支出（ 9月） ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ • ・ ・ ・ ・ ・ , .............. 216 
日比共同コミュニケ（10月） ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ • ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ .................. 212 
マルコス海外旅行の成果をめぐる論調（10月） ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ .................. 234 
マニラ会議をめぐる論調（10月） .......................................... 236 
フイルカグ（Philcag＝フィリピン民生活動隊）および戦闘部隊派遣に関する
世論調査（11月） ...................................................... 258 
- 2 ー
マルコス政権の発足














































































i経 宿I(a）一加）議務盟諸整事現金勘定l公債 l現 金





66年 1～9月の関税収入は 4億9923万ペソで， 65年同期に比し11.8%，内
国税収入は10億4301万ペソ6.4%とそれぞれ増加した。前者は， この間の輸
入は若干減少しているから，密輸阻止キャンペーンの成果といえよう。後者

































開発 847.7 37.8 892.6 38.3 
育 692.7 30.9 732.7 31.4 
開発 614.7 27.4 696.3 29.8 
通信 274.0 12.2 360.1 15.'5 
天然資源 212.0 9.5 223.3 9.6 
防 311.4 13.9 374.0 16.0 
政費 313.2 14.0 268.1 11.5 
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（出所〉 Central Bank News Digest 
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I_ Hリ表 三 l叩揺一55
1965 J 1966 / 1965 I 1966 
業 I 6.o I 























































































一 X ー『 - 34 -
フィリピン
主要作物生産 (1,000トン，穀物年度）
































































































































19661196511966 J 19651196611965 
1～ 3計 I 619.o I 607.4 I 645.2 I 561.4 I 26.1 I -46.o 
第 1四半期 I 196.1 I 161.5 I 212.1 I 112.s I 16.6 I -11.3 
第2四半期 I 192.5 I 229.7 I 218.6 I 189.1 I 25.5 I -40.6 
第 3四半期 I 229.9 I 216.2 I 213.9 I 199.5 I -16.0 I -16.7 
（出所〉 Central Bank News Digest 
月未外貨保有高
11966年7月t 8 9 I 10 1 u I 12 .15 
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輸入の 6%を占め， うち 9割は英，スイス・スウェーデ、ンである。輸出入と
もに19%減少，伝統的な赤字は1800万ベソから1400万ペソに減少した。日本
を除く ECAFE諸国に対する輸出は 65%増加（3300万ベソ〉， 輸入は減少し





























































































































































































































































































































































































































































主 I ::; I 
構成比
丸太・製材 2,775.6 156.2 2,193.6 118.0 24.3 21.5 
コ フ フ 794.2 135.4 600.8 118.0 20.9 21.5 
砂 糖 738.9 99.3 810.2 104.4 15.4 18.65 
コ コナツ油 228.9 55.6 165.9 49.4 8.7 8.83 
銅 鉱 石 218.1 50.0 182.7 28.9 7.8 5.16 
ム口、 板 288.3 14.7 242.1 13.4 2.28 2.09 
加工アパカ 58.9 14.1 66.9 18.4 2.19 3.29 
乾燥ココナツ 48.2 12.8 48.5 14.8 1.99 2.64 
コフ。ラ・ミーノレ 171.6 12.4 127.2 7.9 1.925 1.41 
糖 み イ〉 227.9 4.6 325.6 7.6 0.714 1.352 
（出所） Central Bank News Digest 













































































































会計検査院長 IsmaelMathay, Sr.，首席検事 AntonioP. Barredo，国軍参謀長
Arnesto Mata （注）， 社会厚生長官 FranciscoRemotigue, 国防事務次官 Manuel
Syquio，国防政務次官 AlfonsoArellano，外務事務次官 ManuelCollantes，労働次官
Raoul Inocentes，外務政務次官 JoseD. Ingles，法務次官 ClaudioTeehankee, 
情報次官 JakeClave，文部次官 OnofreD. Corpuz，商工次官 FernandoC. Campos, 
大蔵次官 JuanPonce Emile，官房副長官 FloresA. Bayot，官房副長官（法律・
行政） Jose Leido, Jr., 官房副長官（政治・社会〕 GilbertoDuavit，総務次官
Teotimo S. Aguilar，公共事業次官 MarcianoD. Bautista，農林次官代理 Isosceles
Pascual，大統領特別補佐官 JoseL. Guevara，大統領政務補佐官 JaimeFerrer, 
大統領法務補佐官 JuanTrivino，フィリピン国立銀行総裁 RobertoS. Benedicto, 
内国税収局長 MisaelVera，関税局長 JacintoGavino. 




1. 1 カスティーリョ（Andres V. Castillo）中央銀行総裁： 20%留保要件によっ

































51 - 一（ 3 ）一
フィリピン C1月〉
ましいとの態度を示した （MB,66. 2. 5）。
















































が， 1 fl4日ラモス外相が明らかにしたように， マレ←シア側もラーマン首相が親書
を送ってこれを保障した。 この土f針に沿って，この月マレーシアとの交渉は復交の手
続き・ ）j式の検討という形で次のように順調に進んだ。













- 53 - -( 5 ）一
フィリピン C1月〉
りは外交関係を大使館級にする覚書交換一一両国同時の国交回復宣言一一パンコ





























一（ 6 ）一 - 54ー
フィリピン（ 1月〉
日誌 C1月〉






























































t-1li, l 5757J0280. 90ベソ。
V商工省の政策方針一一パラトパト（M日rceloS. Balathat）商工相は商工界代
表に対し，次の点を強調した。









5 日 V税関の改革措置ー マルコス大統領は，関税業務を改持し汚職をなくすため
に次のJ昔置をとった。
①関税，租税その他の公課は，中央銀行代理銀行を通し中央銀行に支払う要
件を課す（大統領命令第2号），③関税局長更迭 新局長は JacintoGavino0 
6 日 V警察隊の人事異動 マノレゴス大統領は，警察隊長官 FlavianoP. Olivares 
准将，各管l乏司令J白4人，その他多数の警察隊幹部の更迭を行なった。新長官は
おgundoP. Velasco大佐。
（注） l J 11 Uには海軍機動隊長官 RamonAlcaraz准将を解任。
7 日 V密輸阻止の新機関一 マルコス大統領は，大統領特命密輸阻止委員会（Pag-
com）を廃Jl:L，代りに省しベノレの改革・政府活動に関する大統領特命機関（PA
RGO）を新設L, Bartolome Cabangbang （師jF院議員）を長，n・iこ任命した。
V インドネシアと通商拡大で協議 ーパラトノミト商c＋：目は， インドネシアの











警察と脅察隊（PC)f・円日間 Lt:" I:{ i-1夜に五一〉て， 組合員が職場復帰して守F
議が終った。











































は適用しない（旧料金〉。 ② 次の 6ヵ月間には上記旅客および貨物に対して
それぞれ5%と9%引上げ。③ 12ヵ月後新料金完全実施 (10%と18%）。






（陀） 以上 3発電所と残るAmburayan（ラ・ユニオンリ十｜〉およびMariaCristina 
（イリガン〉発電所でフィリピンの発電量の約90%を占めるという。
V近く米と第2次大戦従軍者補償交渉一一外務省筋の語ったとろだと，ロムロ




























18日 T NPCスト解決ー一－Arseniol'vfartinez廃業関係裁判所代flj刑事は， NPCの争






















































vエナレス，日比条約の取扱いについて一一一－HilarionHena res Jr.前 NEC議













































































































































































一（ 18）ー - 66ー


























































































































































-103ー 一（ 23 ）ー
フィリピン（ 2月〉
日誌（2月〉
1 日 Vフク指導者投降打診の記事一一ー2月 1日付 ManilaTimesは，同紙記者2人





（注） 2日付 ManilaBulletin紙によると， Manarangからの投降条件の打診
は国防省，国軍首脳に拒否されたという。






反対：国民党－Puyat,Kalaw, Ganzon, Diokno, Tanada, Almendras；自








（注） マニラのマレーシア領事館は 1日国交回復は 2月15日以前に可能だ，と
語ったo
vフクの有力指導者殺さる一一フクの第3の指導者 CesarioManarang （別名





















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































（注） CCPの JoseP. Tambunting理事，了．業会議所（PCI），家内工業生産小
売業組合などはいずれもいかなる修疋にも反対の意向を表明した。































（注） また 3日付 Mβ 紙によると， PじIは賠償計画による精米機械 1JJ台の輸
入（：lOOOTiドル）にも国内製造業に悪最多響ありとして反対している。
V フィリピンの人口一一ー人IJ問題委員会発表によると， 1965年7月 1H現在の
フィリピン人口は：3234万5000人である。なお1966｛！，：～1970｛ドの各年の推定人口は
次の通り（単位： 1000人〉。
1966-33,477; þÿ 1 9 6 7  3 4 , 6 5 6ÿ198 -35,883; 1969 37,158; 
1970-38,493 (MB) 




一（ 46 ）ー - 62一
フィリピン（ 3月〉





























1965年11月までの 1ヵ年に通貨量は 27億1670万ベソから 29億3630万ベソへ2億
1960万ベソ，うち1965年10月から11月までの聞には8860万ベソ，それぞれ増加し
た。通貨量に影響した諸要因は次の通り。 (MR) 




l附 1ト 1965. 11 1附 1ト附 11
増 力日 要 因
1. 外貨準備の増加 353.6 101.6 
2. 国内信用の増加 651.4 (65.6) 
a）中 央 主艮 行 25.6 (:30. 5) 
b）フィリピン国立銀行
c）その他の商業銀行 621.8 (35.1) 
計 36.0 
減 少 要 因
1. 預 以人ム 増 加 197.8 (72 .5) 
a）中央政府パランス 63.4 （お7.2) 
b）貯蓄性預金 95.3 3.0 
c）定 期 預 金 (12.0) 2.4 
d）そ の他預金 51.1 9.3 
2. 諸種勘定の増加 587.6 19.9 
計 785.4 (52 .6) 
通貨量の純増加 219.6 88.6 
9 日 l PLOTの電話増設計画一一フィリピン電信電話会社（PLDT）の年次報告によ





















































































































































21日 v反差別法案を再提出一一Tafi.ada, Manglapus, Ganzon, Royの4上院議員
は，フィリピン人と外人被傭者の賃金と地位における同等の待遇を要求する反差
別法案を再提出した。







総 数卜一一一 ｜ ｜ 
｜ 1～4人 ｜ 5～9人 I 10人以上
小 売 ・ 卸売企業｜ 25,538* I 91.2 I 5.9 I 2.9 
卸売業 I 1,256 I 64.o I 23.o I 13.o 
小売業 I 24,280 I 92.6 I 5.o I 2.4 




















23日 ' /J、売業国民化法の解釈一一一大統領は ClaudioTeehankee法務次官を通して
首席検事に，従来から論争の的である小売業国民化法の実施について見解を求め
Tこ。













































V派兵反対デモ一一約 2000人の労働者・学生は， LapiangManggagawa （労






























26日 V中央銀行の再融資措置一一中央銀行カスティーリヨ総裁の発表によると， 1 
ドノレ＝3.20ペソの旧レートによる延払契約から生じた為替の評価差に対する中央

















































































一（ 58 ）ー - 74ー












































































































lapus (PPP), Liwag (L), Diokno (N), Ziga (L), Lagumbay (N), Aytona (N), Pad-




















































- 89 - 一（ 63 ）ー
フィリピン（ 4月〉
日誌（ 4月）
1 日 , DBPの再融資計画一一開発銀行（DBP）の GregorioLicaros, Sr.総裁は，マ
ノレコス大統領が 1億ベソにのぼる不振産業に対する DBPの再融資計画を承認し

























3 日 , NAWASAに代る新機関検討へ一一マルコス大統領は，サラス官房長官と全国
水道下水公社（NAWASA），全国電力公社，全国濯瓶局の首脳に，水道，電力，
濯慨をより能率的に供給できる統一的機能をもっ機関として新しい省庁を計画す
































（注） 現在の警察力は，警察軍 l・;;5000，国家情報局1000名余， 1350の町と41
の市に地方警察。
- 91ー ←（ 65 ）一
フィリピン（ 4月〉


































































































































































（注） これは 1964年マカパガル訪米の際与えられた PL480, TIによる米10万










一（ 70 ）ー - 96 -
フィリピン（ 4月〉








































































く。 「C」と「A」との価格差は 1ピクル当り，少なくとも 8ベソ。






































































































































































































































































































































































































































一（ 86 ）ー -112ー































































































































































































一（ 92）一 -88 -
フィリピン（ 5月〉












































































-91 - -( 95）一
フィリピン（ 5月〉
日誌（5月）







































（注〉 A Pによると「日比友好通商航海条約は 5月中に批准されるだろう」と
いう一項がある。

















（注〉 従来はそれぞれ30%, 20%, 20%。




































6 日 v外相，米比交渉開始を確認一一ラモス外相は， 「外務省は平等待遇権を1974
年以前に廃棄する交渉を正式にはじめる準備をしている。帰国中のブレア米国大
使が帰任したら，平等待遇権廃棄， L-L協定再交渉，軍事基地協定中の未解決部















































の指揮下におかれるものとしている。 なお署名した14議員は， Antonino, 
Sumulong, Puyat, Roy, Lagumbay, Aytona, 11agsaysay, Ganzon, Al・






（注〉 同局長はさらに 13日，今年度 10万トンの不足説を否定して，総市要最
178万1000トンに対し供給可能量は178万5000トン， と発表した（ 4月21日参











なお上院における割り振りは 4日の投票の結果，与党側 8 （国民党 6'
PPP l, NCP 1）対野党（臼 rl1党） 4となっているのなお 4月25日壱照。
10日 V佐藤・ロベス会談一一訪日中のロペス副大統領は佐藤首相を訪問，米作につ‘










































































一（ 102）一 - 98-
フィリピン（ 5月）





























































（注〉 Edmundo M. Reyes入国局副局長によると， この中には中国スパイと












































































（注） 大統領はさきに，外相，蔵相， NEC長＇fから成る jlt界通信衛星計！刷会
加問題担当委員会を設置し，同委員会は申込書提出期限を24日から15日間と
定め，所定の資格・要件をみたしたもののうちから大統領が承認すると発表
していた。なお申込み企業は， SatelliteTelecom Corp., Clavecilla Radio 
System, Telecommunications/Broadcast Group, RCA-PLDT-Globe Mackay, 
ITT World Communications, Nippon Electric Co., Philco Corp.のi七系





























（注） 軍情報機関は14Fl, 42青年学生団体， 139労組ラ 35労働組合連合会， 8
農民同体‘その他多数の市民・宗教団体が共産主義者の浸透を受けていると
















































































































































































上院では 6月はじめ最後の論戦が行なわれていたが， 6月4日早暁 15対5で派兵案
が可決された。最後まで反対したのは， Salonga(L), Liwag (L), Manglapus (PPP), 





























































































































































































半ばころから， ij1古1ルソンにおいてソクの仕業といわれる事件が頻発 L, 5月末には
アレリャーノ｜司防次宵が，パンパン；が州現地を訪れた結果， 大統領にアンへレス市ほ
か5町を警察軍指揮下におくよう勧告するに？？：ったけ これは 6月 2IJ大統領のみとめ
るところとなったけ以後中部yレソン対策はますます重大なものとなっている。
まずこの期間に起フたツクの活動と伝えられる事件を摘記すると，
0 5 .15 パンパンカf、｜、lSan Miguelでら人が誘同され， 3人はブク参加を拒否 L
て殺さる。 05.17 ブグと見られる 4人がパンパンガリ、トlF「！or ablancaの Fortura 
村で農場の監e督者を射殺作 05.31 ブクとみられる30人の重武装兵がパンパンガ州
CandabaのMapaniqui村で村長を誘拐，武器をうばう。 06.1 軍パトロール，
パンパンガ州 Candabaの Paniquiで数不詳のプクと交戦（死者フク 3，軍 1）。
06. 3 30人のフクがパンパンガ州 Candabaの DulongIlogで兄弟 2人を誘拐，
殺害。 06.8 警察軍はフク容疑者 3人を捕え，銃と作業服を押収。 06.10 軍
ξ トロールはパンパンガ州 Candabaの Bahay-Pare村でフグと交戦（死者軍 1'
負傷フグ 2）。 06.14 警察軍はタルラグ州 Concepcionの Culitinganで、フク 5人
を殺す（のち誤認の疑い深まる〉。 07  .13 元フクと見られる 1人が大統領官邸に
侵入，ピストル数発を発射後捕わる。 07 .14 Candabaの Mapanique村で 6人
のフク容疑者が警察軍に投降。 07.18 約45人のフクがパンパンガ州 Sta.Anaの
Sta. Lucia村で， Candaba町・長および 5人の随行者を待伏せして殺害。 07.19 
夜 Capanの警官および警察軍， 2台のジープにのったブクとみられる武装隊と交
戦（死者警 2, PC 2）。 。7.20 朝ヌエバ・エシハ州 SanLeonardoの Tambo
村で警察軍フクと交戦（負傷 2）。 07  .23 政府軍約2000人はパンパンガ州Arayat
の Cupang村の農舎でブグと交戦機関銃，手投弾，催涙ガスを使用し，農場使用人
など 7人を捕えるも指導者 2ほか 8人は逃亡。 07 .29 警察軍レンジャー部隊は

































リストによると，次の13人である。① PedroTaruc （フィリ巳ン共産党〔P.K. P.〕
書記長〉，② Faustinodel Mundo，③ Efren Lopez，④ Zacarias de la Cruz，⑤ 
Dominador Garcia，⑥ Greεorio Ocampo，⑦ Maximo Flores，③ Avelino Bagsik, 
⑨ Felicisimo Bondoc，⑮ Cristobal de la Cruz，⑪ Hernando Subong，⑫ Ricardo 






















































11965年＼ 1961年 I 1970年
実績｜目標額｜成長率 目標額［成長率
国民総生産（GNP)（億ペソ）｜ 149 J 166 J 5 .So/ol 200 J 6 .8% 
総国民所得（GNI)（億ベソ） I I 143 I s .1 I 169 I 6 . o 












1 9 6 7年 1 9 7 0年
実数（億ペソ）｜構成比例） 実数恥ソ）｜構成比側
農 業 42 29.8 47 28.2 
鉱 工 業 29 20.6 36 21.3 



































































































































l 等米（ガンタ当り，ベソ） I 1.40～1.ss I 1.90 I 2.30 
精製糖（キロ当り，ベソ） I o.53～o.54 I o.57 I o.65 










daba, Arayat, San Luis, Apalitの5町の警察力を警察軍の指揮下におくよう指
令した。


























（注〉 「アジアの動向」 5月号参照。なおこの後任として 9日， RolandoG. 
Geotina元関税副局長が任命された。
6 日 ' 6化学薬品を免税品からはずす一一工業委員会（委員長一ロムアノレデス蔵相）
は，ポリビニーノレアセテート，尿素樹脂，メラニンフオノレムアノレデヒド，グリセ























































































































































年 3月31日現在純資産の 125%から135%へ入②貸出優先順位の改訂（ 2本建
て）（修特記事項参照。なお日誌4月15日の項参照）。
’シンガポールを正式に承認 ーマルコス大統領は，シンガポール共和国の
Yusuf Bin Ishak元首に対し， シンHポーノレ正式承認の電報を送った。
26日 ▼中部ルソン情勢につき会議――マルコス大統領は，パンパ ＞’ガチ［・！ San Fer-
一（ 132）ー -152-
フィリピン（ 6月〉



































（注） なお 8日付 UPIは，米国最務省のフィリピンに対する 1万0860トンの
追加割当発表を伝えた。また19日には同省は1966年輸入量増大12万5000トン
中1ヌ13575トンをフィリピンに書1当てた。

















































（注〉 今回の選挙は JoseTambunting にひきいられた経済ナショナリスト・
グループが CCPのボスである Periquet派の「王朝Jに挑戦した。進歩派
は Tambuntingを除いて新人候補であったが，全体で 10: 5，うち全国理











































































































































































































































































































































































したのをはじめ， ｜司趣旨の提案を FelinoNeri元大使（8.16), トレンチーノ議員









































































































































































3 日 Vベトナム派兵につき作業協定一一フィリピン政府代表の ErnestoMata参謀
































コ フ。 フ 177,225,843 + 16 
ココナツ油 74,747,028 十 13
乾燥ココナツ 22,207,347 十 20
コフ。びラ・ミーノレ
およ ケ ー キ
15,850,068 + 40 
ココナツ殻活性炭 151,137 + 93 
290,181,426 十 17









来の実績は， 1962C年度）－3040, 1963 rn10, 1964-3190, 1965 C暦年〉－
1530, 1966 C凶年）－ 0 (i.,、ずれも万ドル）であった。















































200万ベソ。また今回任命された役員は，総裁 Benjaminde] Rosario (GSIS 
総支配人〉など。
パンパンガ第 2区の 12町とは， Apalit, Arayat, Candaba, Mabalacat, 
Magalang, Mexico, San Simon, San Fernando, Minalin, Sta. Ana, Sto. 
Tomasで，この地域は伝統的な農村不安の温床をなしている。



















v入獄中の元フク指導者の和平提案一一一FelixS. Amante, Angel Macapagal 








10日 Vキ首相来比一一南ベトナムの NguyenCao Ky首相一行は正式訪問のため


























O綿織物（広巾，ヤード） 71,160 (79,886) 
-119- 一（ 155）一
フィリピン（ 8月〉
0鉄鋼（トン，鋼線を除く） 66,952 (64,246) 
0自動車（台〉 6,954 (6,625) 
うち乗用自動車 4,867 (4,061) 




（花） これは 8Jj 2日の同委員会聴問会に証人に予定された現地の町長たちが
フク同の待伏の脅威を理l:!J tこし、ずれも出席を断わったためという。



























住政府機関再編成法案（JI.1131, S. 423），②外国借入限度増額法案（ 2億ペ
ソから10億ドノレへ， H.4), ③内債発行限度増額法案 (10億ベソから20億ペソ
へ， H.12），④賠償法改正法案（H.5），⑤馨察改革法（H.6951），⑥全国水道
下水公社（NAWASA）借款法案（世銀借入2020万ドノレの見返りとして 1億ペ
ソ支出， H.1131, S. 428），⑦世界銀行法案 (IMFおよび IBRDへの出資の
増額， H.2035, S. 159），⑧煙草税法案（H.879），⑨巡回裁判所法案（S.388, 
H. 9801），⑩検察官法案（S.389, H. 9802），⑮電力法案（H.921），⑫法典法
案（H.3136），⑮沿岸警備隊法案（I.3867, S. :138），⑪補正予算案（H.6396）。


































































































されている， と警告し， ヤミの問題は高品質の輸入米を国内米と混ぜて macan
orclinario種に近J jけることにより解決する，とのべfこ。
（注〕 i吋聴間会はかねて RCA局長と AntonioVillegasマニラ市長の問で論
!tとなっていた RCAの輸入米売出価格の問題をとり上げた。ピリエガス市











































































0鉱業総生産額（セメントを除く） 334.5 (445.1) 
























































Ernesto A. Flores, Jr. 
マルコス政権下の社会経済開発4ヵ年計画案は目下内外の調整を経ている模様
である。ところでこの計画中には農地改草計両が組みこまれることが伝えもれ




































































































































































イ側 D.Asahari団長〉から発表された共同コミ 1 ニケの要旨である。 (Manila 










































































































































































































































































































を受け， その代りに AIDは， フィリピンによる米国の財貨・サービス輸入の支払に
あてるため，フィリピン中央銀行にこれと同額の特別信用状を使用させることとした。












































































































































2 日 ’超過滞在中国人の調査終る一一一移民局は， 1947年から1953年の聞に中国本土
から避難してきた滞在期間超過中国人の人数調査を完了した。それによると，入



















































































































































































































（注〉 正式のタイトルは， Four-YearEconomic Program for the Philippines 
































22日 , ASAの2会議終る一一20日からマニラで開催中の ASA会議は ASA通商航
海条約草案を作製して閉幕した。同時に聞かれていた ASA対外援助特別委員会
はその前日終了している。

















指示により， 5目前労相から禁止された米国Raymud Morri son Knudsen-
Brown Root Jones社の南ベトナム向けフィリピン労働者募集の再開を許可し
fこ。













































Dean Rusk国務長官， WilliamGaud AID長官， OrvilleI. Freeman農務










（注） (1), (2）は去る 8月31日下院で可決された。 9月初日大統領が署名。な
お，第3の法案（フィリピン人従軍者の給与から控除した生命保険料を補償































































































（注） The Times紙によると， 1月から。


























































































































































































































































































比米商業会議所会頭 Anthony M. Macleod 



















































































































































































































































































































































































































































以下は NECStatistical Reporter, 10 (2), 1966. 4～6.に掲載された Office
of Statistical Coordination and Standa-rds, National Economic Council発表の
National Income of the Philippines CY 1964～1965からとったものである。
j卒業別国民所得（名目） CY 1963--65 
（時価表示 100万ペソ〉
＼＼＼ ＼  年次 I1963 I 1964 I 1965 I対前年比（%）｜ 構成比（%）
項目 ', I A I B I C I B/ A j C/B _I A I B j C 
農業 15,132 1 5,347 r 5,7781 4.21 8.1 1- 34.7 1 33.2 1 33.5 
鉱業I 2so I 310 I :375 i 10.1 I 21.0 I 1.9 I 1.9 ; 2.2 
製 造 業 I2,686 I 3,036 I 3,012 I 13.o I 1.2 I 1s.1 I 1s.9 I 11.s 
建設業 I 544 f 日31 638 I 1. 1 I 1s .4 I 3. 1 I 3. 4 I 3. 1 
商業i1,682 I 1,950 I 2,066 I 15.9 i 5.9 I 11_4 I 12.1 i 12.0 
運輸通信業 1 465 I 476 I 478 I 2.4 I 0.4 I 3.1 I 3.o I 2.s 
サービス業 I4,003 i 4,424 I 4,823 I 10.5 I 9.o I 27-1 I 21.s I 2s.o 
産業別国民所得（実質） CY 1963～65 
(1955年価格 100万ベソ）
＼＼＼  年次 I1963 I 1964 ＼附同前年比（%）｜ 構成比例）
、＼ : '. I 1-- 1一 一l一一一一ー一一一寸一一一一一ー一一一一一一
項目 -,--1 A i B i C ドB/A I C/B I A ! B I C 
鉱業 1 16s 1 110 1 1s2 I 1. 2 I 1 . 1 I 1 . s I 1. s I 1. 5 
製造 業 l1,so9 I 1,957 I 2,001 I s.2 I 2.2 I 16.5 I 17.3 I 16.9 
建 設 業 I 392 ¥ 382 I 433 I (2. 6) I 13. 4 i 3. 6 I 3. 4 I 3. 6 
商業I1 276 I 1 383 I 1 433 i s .4 I 3. 6 I 11. 7 I 12. 2 I 12. 1 
運輸通信業 I 370 I 350 I 348 I (5.4)¥ (0.6)1 3.4 I 3.1 I 2.9 
サービス業 I3,399 I 3,6351 3,8s8 I 6.9 [ 6.1 ¥ 31.1 I 32.1 I 32.s 
一（216）ー -162-
フィリピン（ 9月）
国民総支出（名目） CY 1963～65 
（時価表示 100万ベソ）
＼＼＼  年次 I 1953 I 1964 t 1965 I対前年比（%）｜ 構成比（%）
項目 I B l C I B/ A I C判 A 1. B I c 
個人消費支出｜払2,8031附
政府の経常購入 l1 693 I 1 879 I 2 036 I 11.0 [ 8.4 I 9.9 !, 10.0 I 10.0 
国内総資本形成｜ 2,292 I 3,002 i 2,889 I 31.0 IC3.8) I 13.3 I rn.o I 14.3 
純輸出投資所得 1 382 I (129) i （川）！（印8)I悶853 I 2. 2 I co. 1) I o. s 
ムー／国民＼ I 1 I I i I I I I 
合計｛総支出JI 11, 110 .l 18, 181 :20, 214 J 9. 4 I 1. 9 I 100. o I 100. o I 100. o 
一？って3ド：4
1人当り国民総生産，国民所得 （単位ベソ）
＼＼＼  年次｜ 名 目 ｜ 実質（1955年価格）
. "- I 一一 一 一一一一一－！
項目 I 附 a l削a l附 b l附 a ！削a 1 19日b
国民総生産 1 568 I 601 I 627 I 412 I 415 I 423 
国民所得！ 489 I 515 I 533 I 362 I 362 I 367 
個人所得 1 47 4 I 500 I 518 I - I - I 
可処分所得 1 464 I 487 I 504 I - I 一l
民間総消費支出 1 423 I 449 I 471 I 319 I 322 I 330 
7月1日現＇＇ 〈，リ－－ ' -1 -1 ー



































1 日 T PCI役員改選一一PCI役員選挙の結果，会頭に AudustoCesar Espiritu氏
(General Fruits Corperation社長）また第1副会長に F.0. Borromeo，第2副
会頭に G.T. Marcelo，収入役に GilPuyat, Jr.が選ばれた。












会頭は GregR. Timbol, Jr. 


























































上半期外国貿易； 8.4%増（ 7億5390万ドルから 8億1750万ドルに〕
上半期輸入； 520万ドノレ増，上半期輸出； 5840万ドル増
上半期貿易収支； 2310万ドルの黒字（前年同期は3010万ドノレの赤字〉




H.B. 2314および同 2875は選定産業を固定化している。法律にもとづき NECに
投資分野の決定，改訂権限を与え，優先順位に適応性を与えるべきである。







































送電線； 25万ベソ。④ Itogon送電線と substation;2,072,000ペソ。⑤ Micro・
hydro pilot proJect ; 20万ペソ。
13日 V 日本援助問題で 3人委一一大統領はフィリピンの経済開発計画に対する日本












生産高 3,441,990,769C前年より 7億 9千万増〕， 6億1400万ペソ



















米国公法 PL480 （タイトノレ町一綿花・飼料穀物・タバコの売却） -2000万
ド；v，②濯蹴開発借款－450万ドlレ，③ AID贈与（設備復興資金180万ドルを
















































18日 ' ss, l月から融資活動を再開一一社会保障制度（SSS）は来年1月に新投資
計画の実施を予定，商工業事業への融資活動を再開する。新計画は，中央銀行の
優先順位計画に従って実施される。




されていた Philcagの最後の部隊200人が出発， Tay Ninh州で先着部隊と合

























































































































湾性ヨ台己 業 14,340,542 
工 業 29,604,977 
不動産 3,841,750 



























（注） 通貨委員会は， P.Roman下院銀行委員会委員長の提案にもとづき， 11
月10日公聴会を聞く予定である。
29日 V公共事業給与支払に余剰農産物援助一一米国国際開発局（AID）はこのほど雇































































































































































































































































































































































理事は現在15人で，欠席者（10日）は上記の他に GilPuyat Jr. R. Echanz, 
D. Sarraga，出席者は J.Reyes副会頭， J.P.Tambunting, T. Guingona Jr, 









































(l)P. S. Pendatum (L）ー提案に関する決定権は通貨委員会になく，議会に属す
る。③L.Tafiada (N）上院議員は，外国人銀行資本を① 1重郎子だけに，② 10%
まで，③無議決権優先株に，あるいは④外資参加後5～10年のあいだにフィリピ
ン人に任意にその持株を売渡す，に制限するとの代案を提案した。 (3) L. Virata 
(Pilippine-American group of insurance companies金融担当副会長〉は， 「適
切な通貨委員会の監督下に」商業銀行の投資子会社設立を提案。（4)R.G. Azanza 

































































その他提案支持を表明した議員は， R.M. Durano (N), A. C. Gustilo (N), P. 















































































































































































った。 2外科チームが現在 BinDnog, My Tho, Tay Nihhで活動。民生活動チ































































































出されたのはやっと 5月24日になってからであった。 このため RCAが米市場
に出るのが遅れ， NECが証明した不足量は20万トンであったのに， RCAが調
達しえたのは10.8万トンだけであった。


















14日 V フク PCと遭遇一一一パンパンガ州カンダノξのBaret村で5人の警察軍（PC）パ
-123ー 一（253）ー
フィリピン（11月〉












通貨供給（百万ベソ〕 6月 3,205.5 2,766.3 
国内信用（ " 6月 7,484.3 7,061.2 
中央銀行 6月 1,555.4 1,593.6 
商業銀行 6月 5,928,9 5,467.6 
新設企業払込資本 8月 29.6 20.2 
既存企業増資（百万ベソ〕 8月 28.5 9.9 
中央銀行外貨準備（百万ベソ〉 7月 206.9 168.2 
外国為替受払 7月 5.84 23.26 
芦Jι之 取 7月 156.92(p) 160.39 
支 払 7月 151.08 137 .13 
物価指数（1955=100)
輸 入 6月 128.4 126.6 
輸 出 6月 116.6 115.1 
最終使途別輸入財（累積，百万ペソ〉 6月 389.2 391.7 
生産財 6月 340.5 322.5 
消費財 6月 48.7 69.2 
主要輸出財（累積，百万ベソ〉 6月 374.6 308.7 
内国税収局・関税局（百万ベソ〕 8月 94.6 (t) 90.7 
内国税収局 8月 41. 7 (t) 38.0 




国 内（百万ベソ〉 6月 2,90:1.9 2,940.8 
国 外（百万ドル〉 6月 508.2 342.0 
建設許可建築物評価（百万ペソ〉 7月 33.4 39.7 
マニフ 7月 9.2 8.1 
32抽出 市 7月 8.7 12.2 
安E 外 7月 15.5 19.4 
電力生産（百万KWH) 7月 368.3 320.4 
国家電力公社 7月 143.9 151.9 
マニラ電力 7月 224.4 168.5 
消費者物価（1955=100)
マニフ 8月 149.1 141.5 
ニヘピ． 国（1957=100) 8月 145.0 138.6 
家庭消費財卸売物価（マニヲ） 8月 155.8 148.1 
物的生産指数
E註h農 業 1966穀物年度 150 .4 (p) 140.4 
製造業 1966第 1四半期 215.5 (r) 197.3 
tl: 業 1966第2四半期 161.5 (p) 150.3 
（注） t試算， p中央銀行のみ， r中央銀行により修正。
(11月14日付M.B.紙）








































就業人口 ｜ 1侃O万人 1 1100万人
失業人口 I 94.7万人 I 85.3万人
失業 率｜ s.2% I 1.2% 
都市 I 11.6% I 11.1% 





















（注〉 砂糖割当局（SQA）の 1966～1967穀物年度の生産見積は 172万6千米ト
ン，国内需要と米輸出グォータは合計 193万米トン。また米国の基礎クォー
タは 105万米トン，米の対キューパ通商停止後追加分30万米トン，別途追加






















! (1) フイルカグの派遣 i (2）戦闘部隊の派遣
（調査人民） I （ふl_-c{s1)J _ c品）｜（忍）｜（去i)]-（品）
やや賛成 I rn i 21 I 21 I 14 I 13 I 14 
非常に賛成｜ 53 I 47 I 50 i 35 : 25 I 30 
賛 成計 i 11 i 11 I n I 49 I 38 I 44 
やや反対 1 9 ! 9 I 9 I 15 I 16 I 15 
非常に反対 1 rn I 12 I 14 I 32 I 37 I 35 
反対計 I 25 I 21 1 23 I 47 I 53 I so 
無 回答 I 4 I s I 6 I 4 I 9 I 6 
I 年令・所得階層別のフィル力ゲ，戦闘部隊派遣支持率（%〉
lぉ才以下＿I25才 以 上 ｜ 低所得層 l高所得層
フイノレカグ 1 74 I 10 1 79 I 66 


























































































































































6 日 Vセメント値下げ一一フイリピナス・セメント社は，セメント価格を袋当り 3.85
から3.75ペソに引き下げ、たと発表した。輸入セメントは3.82から4.05ベソ。

























(il:) Chua はまた， SQAの1965～66穀物イ十一度Lt!1Jす:frv桝；1m'1i は60万トンであっ
たが，介If¥し証券quedanによる放出はこれより 9万トン不足していると述べ
た。 Philexは，国立銀行の砂糖販売機関で， 9月のロベス副大統領と業者の
会』涜の結出設立された。 この時の協定で， 国内糖を，生産者の Philexを通
ずる卸売業者渡し値ピクル25ペソ以下，卸 {1？（ピクノG27.5ベソ以下，小売キロ
0.55ベソ以ドで販売することを取り決めl=( 9月22日の l-f日ム参照）。


































「，，にあると述べたが，大統領によれば，それは KimKee, Chua Yu and Co., 








ブロ村でフクと遭遇， 4人を殺害， うち 1名はフクの No.12 Ricardo Ignacioと
確認， 14名を逮捕，警察軍側は 1名が負傷した。
（注〉 8日ブクに訴拐されたとみられる哲察軍平自がノミターンナ｜、IOrani Pilav 














































































水路建設に 1.5億ベソ， うち 25%は税金として一般財源に還流し， 75%は通
貨供給の増加となる。



















（注） ｜寸判事は，大量消費者に対する大肢の販売は，小売版光の範聞に合ま jL 
ると述べた。



























C il:) 大統制は11)]11 H建設業者協会に対し，これ以［：ーに事が遅れる場合には，
外凶業告の湾入を考！伍すると行行。ロムアルデス政相も 7U，開発プロジェ
クト，特に計jihjよりはるかに遅れている道路建設の’，・Lil；止を促進するため，政

























































































グρ士気は非常に低い戸ーーに促された。 ハト派とは， R. Mitra (L), A. 









収局（BIR), 8億1259万ペソ（前年同期， 7億5463万ペソ， 7.68%増）。関税局，
-121ー 一（271）ー
フィリピン（12月）












































以上に 7%増加， あるし、は’65年の 4000万ぺソの赤字に比し， 5500万ベソの黒字
が予測される。③小売業国民化法の精力的な実施；外国人小売業者数の全般的減













































1. 11 I第6国会第 1特別会期
1. 24 I第6国会第 1通常会期（～：5.19)
5. 20 l第2特別会期（～6.18)





1. 1s I 1966-67会計年度予算案成立（20億7382万5028ベソ）
s. 1s I第 3特別会期（～27)
11. 7 I学生の中国訪問禁止
12. 7 I s学生中国に入国
1 9 6 6 年の フィ リピ ン年 表
経 済











































11. 9 I第 1回日比合同委員会









韓 国 321頁 256頁 268頁
中 国 品切 519 
イ ン 244 241 257 
インドシナ 324 263 267 
フ ィ リ ピ ン 167 173 274 
タ イ 247 240 332 
シンガポ｝／レ 374 242 196 
インドネシア 303 296 251 
ピ ノレ マ 269 325 387 
ノf キスタン 406 品切 354 
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